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Ⅰ 「社会課題を、超えていく。」



１ 都市再生

4

◼ 国際競争力と都市の魅力を高める都市再生の推進、地域経済の活性化やコンパクトシティ
の実現、密集市街地の改善や防災公園の整備によるまちの防災向上等を通じた安全で魅力
あるまちづくり

◼ 国内での豊富な事業経験と、公的機関としての公平・中立な立場を活かし、国内・海外の
政府機関等とも連携した、日本企業による都市開発事業の海外展開支援

都市再生

国際競争力と

魅力を高める

都市の再生

うめきたエリア
（大阪府大阪市）

小諸駅周辺地区
（長野県小諸市）

荒川二・四・七丁目地区
（東京都荒川区）

防災性向上による

安全・安心な

まちづくり

地域経済の活性化と

コンパクトシティの実現を

図る地方都市等の再生

都市開発の海外展開支援

インドネシア
～TOD～



1 都市再生
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先行まちびらきイベント
（令和6年9月6日）

グローバルな環境認証SITESでGOLD認証 （予備認証）を取得

脱炭素都市づくり大賞特別賞を受賞

国際競争力と都市の魅力を高める都市再生の推進 うめきた2期地区（グラングリーン大阪）
（大阪府大阪市）

関西圏の広域中枢拠点にふさわしい、「みどり」と「イノベーション」の融合拠点の実現

令和６年９月６日 先行まちびらき



長野県小諸市

1 都市再生

地域経済の活性化を実現する地方都市等の再生

公民共創の協議会による地域のビジョン策定を支援
その実現に向けた市の基本計画の改訂を受け、地域資源である歴史的建造物をＵＲが取得(令和6年8月)し、
隣接する広場との一体的な活用・整備を推進

新たな文化・観光交流拠点を形成し、市の目指すまち

なかの回遊促進や賑わい創出を支援

歴史的建造物と広場を一体的に利活用した取組みイメージ 取得した歴史的建造物

リノベーションにより整備予定の
カフェのイメージ

懐古園
小諸駅
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安全・安心なまちづくり～密集市街地の整備改善～

1 都市再生

災害時に大きな被害が想定される密集市街地において、ステークホルダーとの適切な
連携・役割分担の下、密集市街地の整備改善のための総合的な支援を実施

荒川二・四・七丁目（東京都荒川区）

門真市古川橋駅北（大阪府門真市）

幅員６ｍへの拡幅に貢献従前の様子

道路拡幅用地として土地を取得 取得後、老朽木造建物を除却
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１ 都市再生

海外展開支援

◼これまで蓄積してきた都市開発のノウハウ等を活かし、国内外の関係府省や政府関係機関、民間
企業と連携しながら、日本の民間企業の海外進出を支援

◼豪州（西シドニー新空港周辺）及びタイ（バンスー）等において大規模都市開発に関する技術の
提供及び日本企業の参入促進に向けた情報発信等を実施

URが海外展開支援を実施している国 （令和７年7月時点）

○シドニー
• 西シドニー新空港周辺新都市開発支援

（ニューサウスウェールズ州政府）

○メルボルン
• 都市開発支援（ビクトリア州政府）

○ホーチミン
• 都市鉄道沿線の公共交通指向型開発

(TOD)支援 （ホーチミン市）

•  エコシティ支援
（城市科学研究会）

• 都市開発支援（人間居住・都市開発
省、運輸省）

○ムンバイ
• 港湾用地の土地利用転換支援

（ムンバイ港湾公社）

• メトロ事業の公共交通指向型開発
(TOD)推進検討（JICA業務受託）

○バンコク
• バンスー地区の都市開発推進支援

（運輸省・タイ国鉄等）

• 都市開発推進に向けた共同調査の実施
  （チュラロンコン大学建築学部）

○ジャカルタ
• 鉄道駅周辺の公共交通指向型開発

(TOD)支援
（ジャカルタ都市高速鉄道公社、

ジャカルタ首都圏交通統合公社）

中国

ベトナム

フィリピン

オーストラリア

タイ

インドネシア

＜シドニー事務所（令和３年開設）＞

＜バンコク事務所（令和６年開設）＞

＜ジャカルタ事務所（令和６年開設）＞

インド

＜海外インフラ展開法施行以降の業務受託実績件数：５件（令和７年８月１日現在）（オーストラリア３件、中国１件、タイ１件）＞
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◼ 人口構造・世帯構成や社会経済情勢の変化に伴い多様化するニーズに対応し、地域に開かれた
国民共有の貴重な地域資源として、多様な活用を促進

◼ 幅広い世代や多様な世帯が安心してくらし続けられる住環境を実現

◼ 地域における重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築への貢献により多様性・包摂性を
有する社会の実現に寄与し、社会課題の解決に向け積極的に貢献

賃貸住宅

2 賃貸住宅

※全ての空家ではなく募集中の空家のみ

（令和６年度末時点）

平均
募集家賃

77,300円
（令和７年４月１日時点）

家賃分布

5万円未満の住宅
⇒約18万戸（約3割）

10万円未満の住宅

⇒約54万戸（約8割）

空家の状況
（空家率※）

0.9％
（令和６年度末時点）

管理開始年代別管理戸数 家賃・空家の状況
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管理戸数
（戸）

家賃収入
（億円）

管理戸数の減少に関わらず、家賃収入は堅調に推移

2 賃貸住宅
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管理戸数と家賃収入の推移
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2 賃貸住宅

令和７年７月１日に事業メッセージを発表。UR賃貸住宅のさまざまな取組に事業メッセージを
据え、「URらしい価値」を一貫して提供。UR賃貸住宅の価値と魅力の向上を目指します。

事業メッセージ・ステートメント



２ 賃貸住宅

UR賃貸住宅を活用したミクストコミュニティの形成

幅広い世代や多様な世帯が安心してくらし続けられるよう、人々の交流を育む環境づくりや
地域の医療福祉拠点化を推進するなど、地域コミュニティの維持・活性化により、ミクスト
コミュニティを形成

■多様な人々の交流を育むイベントの実施 ■団地の集会所を活用したこどもの居場所づくり

12

白鷺団地（大阪府堺市）の事例葛西クリーンタウン清新プラザ（東京都江戸川区）の事例

年齢・性別問わず楽しめるイベントを実施

➢ 団地の集会所を活用し、学び・遊びの講座や自習室
解放を行い、夏休み期間中の子どもの居場所を提供

➢ 外国人居住者が多いという団地の特徴を踏まえ、
多文化理解や多文化交流を目的としたイベントを
定期的に開催

インドのお祭り「ディワリ」で使用するランプの作成
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2 賃貸住宅

ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくり

MUJI×UR 団地まるごとリノベーション

■共用部（集会所）リノベーション
before

after

港南台かもめ団地（神奈川県横浜市）の事例

■住戸リノベーション 

エントランス改修、外壁修繕、テラス整備、
シェアキッチン設置、本棚・ギャラリー設置 等

集会所内

民間事業者等の多様な主体と連携しながら、良質な住宅ストック形成に資するリノベーション等を
推進することにより、多様な世帯が安心して快適に住み続けられる質の高い賃貸住宅を供給
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2 賃貸住宅

団地再生事業に伴い整備した敷地等への、地域や団地の特性に応じた機能（医療、福祉、教育、
業務、防災、交流、賑わい、生活支援等）の導入又は強化

ストックの活用・再生による良質な住まい・まちづくり

浜甲子園団地（兵庫県西宮市）の事例

（全体航空写真）令和３年度撮影

建替え前

阪神電鉄「甲子園」駅

分譲戸建住宅

キッチンガーデン

分譲集合住宅

整備敷地（予定）

分譲戸建住宅

商業・医療

分譲集合住宅

分譲戸建住宅

ブールバール(地区施設)

UR賃貸住宅
(令和7年2月管理開始)

ペット共生エリア(一部)

武庫川学園グラウンド

UR賃貸住宅

UR賃貸住宅

特別養護老人ホーム



団地再生事業による建替え
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2 賃貸住宅

地域や団地の特性に応じた機能の導入

■新築賃貸住宅の供給
■コミュニティ活動の拠点
「Hintmation(ヒントメーション)」オープン

■福祉施設（ケアハウス）の完成・オープン

ヌーヴェル赤羽台（東京都北区）の事例 緑苑東（岐阜県各務原市）の事例 済
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3 災害対応支援

災害からの復旧・復興支援

◼ 福島の原子力災害被災地域における復興拠点
整備事業等を着実に推進するとともに、地元
の意向を汲み取りながら、コミュニティ再生
や賑わいづくりを支援

◼ 地方公共団体等の災害対応力の向上を図るた
め、これまで培ってきた災害からの復旧や復
興の経験を活かした研修を行うほか、災害発
生時には積極的な支援を実施

東日本大震災からの復興

原子力災害被災地域における支援
地方公共団体への研修提供

発災時の復旧・復興支援

復興拠点整備事業等が完了した大川原地区（福島県大熊町） 令和６年能登半島地震では発災直後から現地で情報収集

災害対応支援



17

原子力災害被災地域における復興支援事業

3 災害対応支援 －東日本大震災からの復興ー

＜居住人口の推移＞

（人）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H22 H23 H24～

28

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 目標

人口

大熊町 双葉町 浪江町

＜各町が掲げる目標人口＞
大熊町：4,000人（R９）
双葉町：2,000～3,000人（R12）
浪江町：8,000人（R17）

H22（震災前）
大熊町：11,505人
双葉町： 7,147人
浪江町：21,434人

R６（R7.4.1時点）

大熊町：1,426人
双葉町：   182人
浪江町：2,291人

支援の特徴

双葉町 産業交流センター クラフト系ワークショップマルシェ・カフェ

ハード・ソフトの３つの柱が
一体となって支援

復興拠点整備事業支援

地域再生支援建築物整備事業支援

住民の生活再開に向けた復興拠点の
整備における事業化支援及び事業実施
（地方公共団体の発注者支援を含む）

地方公共団体が発注する
建築物等の整備における
事業円滑化に資する支援

地方公共団体と連携のもと
交流人口・関係人口の

拡大に関する施策の実施・支援

住民・経済活動がゼロになった地域の復興

浪江 棚塩地区
(令和2年9月現況）



3 災害対応支援 －東日本大震災からの復興ー
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大熊町双葉町浪江町

大川原地区（18.3ha）（令和2年度完了）
【復興拠点整備事業支援、

建築物整備事業支援、地域再生支援】

大熊西工業団地（21.4ha）（令和6年度完了）
【復興拠点整備事業支援】

下野上地区（43.1ha）（事業中）
【復興拠点整備事業支援、建築物整備事業支援、

地域再生支援】
双葉駅西側地区（23.9ha）（事業中）

【復興拠点整備事業支援、
建築物整備事業支援、地域再生支援】

中野地区（49.6ha）（事業中）
【復興拠点整備事業支援・建築物整備事業支援】

棚塩地区（48.6ha）（令和2度完了）
【復興拠点整備事業支援】

南産業団地（45.2ha）（令和4年度完了）
【復興拠点整備事業支援】※発注者支援

双葉町産業交流センター

提供：双葉町

双葉町役場新庁舎

令和６年９月撮影

産業交流施設

商業施設 広場

JR大野駅

令和7年2月撮影

浪江駅周辺地区（11.6ha）（事業中）
【復興拠点整備事業支援】

F-REI（敷地整備）地区（16.9ha）（事業中）
【復興拠点整備事業支援】※復興庁より受託

大熊町役場新庁舎令和7年2月撮影

双葉町駅西住宅

公営住宅

18



3 災害対応支援 －災害からの復旧・復興支援ー
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平時は、地方公共団体等の復旧･復興の災害対応能力向上を図るため、支援経験のノウハウを活用したＵＲ防災研修
プログラムの提供や啓発活動を実施。また、社内体制整備として復旧・復興ノウハウの継承および研修を実施
発災時には、災害情報の収集や要請に基づくＵＲ職員派遣等の初動対応、および復旧・復興に向けたまちづくり支援を実施

平時 復旧 復興

宮城県女川町
復興市街地整備事業による災害に強い復興まちづくり

熊本県
二次災害防止のための建築物・宅地の調査マネジメント支援

千葉県
UR防災研修プログラムによる災害対応力向上支援

復旧・復興支援を通して得た知見は、平時の防災に向けた取組みに生かしていく

福島県双葉町
賑わい創出に向けた地域再生支援

石川県
住宅に被害を受けられた方への住まいの確保に向けた支援

茨城県大洗町
防災集団移転促進事業の推進を通じた流域治水支援



3 災害対応支援 －令和６年能登半島地震での支援ー
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復 旧 復 興

発災直後から国交省・内閣府等の
関係機関へメール連絡等による情
報収集を開始し、支援要請の有無
を確認

国交省北陸地整局災害対策本部
へＵＲリエゾンを派遣し、被害情
報の収集を実施

初動対応

被災現場の確認

輪島市被災現場確認の様子
（令和6年1月19日）

国土交通省とともに、被災市町の意向を踏まえた復興まちづくり計画の策定
に向けた支援や、市街地整備メニューの提案等を実施

北陸地方整備局内の様子

■住家の被害認定業務支援

■被災宅地危険度判定広域支援

■建設型応急仮設住宅の建設支援

■ＵＲ賃貸住宅の提供

■復興まちづくり計画等策定支援

■関係機関への情報収集
（令和6年1月1日～）

■リエゾン派遣
（令和6年1月4日～5日）

（令和6年1月5日～）

被災宅地危険度
判定広域支援

珠洲市

能登町

輪島市

穴水町

七尾市志賀町

羽咋市

かほく市

内灘町

宝達志水町

中能登町

津幡町

金沢市
石川県庁

応急仮設住宅建設支援

■復旧・復興工事の加速化支援

奥能登地域(2市2町)を中心とした公共施設の復旧工事の加速化支援を実施

■復興支援のための体制構築

現地での円滑な復興支援のため、令和6年4月に能登半島地震復興支援事務所（金沢市）、令和6年9月
に「UR奥能登・輪島ベース」 （輪島市）を設置し、URの支援体制を構築

住宅被害を受けた方へ一時的にＵＲ賃貸住宅300戸を用意

建設着手段階から職員を派遣し、技術的支援を実施

罹災証明書交付に向けた被害認定調査に係る助言を実施

調査基準や進捗管理等の全体マネジメントを実施

■災害公営住宅の整備支援

災害公営住宅の建設に

向けた計画検討を支援

（期間：令和6年1月15日～12月22日）

（期間:令和6年1月17日～2月15日）

（期間:令和6年1月5日、2月12日～21日）

（受付期間：令和6年1月17日～12月16日）

（令和7年3月～）

（令和6年１月～）

令和６年能登半島地震において、迅速に初動体制を構築し石川県へ職員を派遣。二次被害の防止や被災者
の生活再建に寄与するとともに、復興まちづくり計画策定支援等を実施中。



復興公営住宅整備に係る支援

国土交通省の直轄調査と
一体となって、復興まち
づくり計画の策定に向け
た支援や、これまでの復
興支援の経験等を基にし
た市街地整備メニューの
提案などを実施

輪島市朝市エリア

復興まちづくり計画策定等に係る支援

被災市町が実施する復興公営住宅の整備
について、県・国・URが連携して支援

各主体の強みや経験を踏まえた役割分担
を行い、迅速かつ効率的に整備を推進

令和元年東日本台風にお
ける災害復旧マネジメン
トの知見を活かし、情報
や課題の共有を通じて役
割分担等の整理を行い、
災害復旧・復興工事の加
速化を支援

災害復旧・復興工事の加速化支援

現地確認の様子(R6.10)手交式の様子
(令和7年3月)

ＵＲは、国土交通省が実施している復興まちづくりの推進に向けた調査と一体となって、
被災市町における復興まちづくり計画の策定等にかかる技術支援を実施

輪島市 協定調印式の様子(令和7年4月)

珠洲市 協定調印式の様子(令和7年6月)

3 災害対応支援 －令和６年能登半島地震での支援ー

21



4 サステナビリティへの対応

◼ 美しく安全で快適なまちや住まいづくりに向けて、幅広く環境を捉えた独自の環境基本方針

（令和7年4月改定）を宣言し、環境負荷低減に向けた取組みを推進

◼ 環境基本方針を基本に、中期計画・年度計画においてより具体的な環境配慮行動を設定・推進

◼ 地球温暖化対策の推進に関しては、令和6年3月に策定した「UR-eco Plan 2024」に基づき

各分野での目標と行動に沿って事業を実施

主体領域（※)におけるCO2
排出量削減目標

(※)ＵＲが直接ＣＯ２排出に関わっており、
主体的に削減する領域

   （ＵＲ賃貸住宅の共用部及びオフィス）

2013年度

（基準年度）

2030年度

(目標年度)

排出量(t) 排出量(t)
削減率

（目標）

154,047 45,928 70.0％

環境基本方針 （令和7年4月改定）

22
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建設副産物のリサイクルの推進 都市の自然環境の保全・創出

4 サステナビリティへの対応

【UR賃貸住宅における第2号認定となったサンヴァリエ桜堤】

※「民間の取組等によって生物多様性の保全が図られて
いる区域」を国が認定する取組み

環境省が実施する
「自然共生サイト※」に認定

再生可能資源の活用

【千里グリーンヒルズ竹見台】

従前住棟の外壁タイルや床板等の木材を、新築住棟の壁仕
上げ材や上がり框に再利用しています



◼ 新築住宅におけるZEH対応(ZEH-M Oriented)

◼ 既存住宅における複層ガラス化の推進

◼ 新築・既存住宅における潜熱回収型給湯器の
導入

◼ 団地共用部におけるLED照明の導入

24

省エネルギー性能の向上

【窓の断熱改修（複層ガラス化）のイメージ】

再生可能エネルギーの創出

【太陽光発電設備の設置イメージ】

◼ 新築住宅における太陽光発電設備の設置
◼  ペロブスカイト太陽電池等新技術の検討、

 蓄電池を活用した再生可能エネルギーの
導入拡大の検討

4 サステナビリティへの対応

◼ 虎ノ門二丁目（再開発）にお
ける「CASBEE建築（新築）」
（Sランク）、ZEB Oriented
（事務所部分）の認証取得

【都市再生】

【賃貸住宅】



◼ 関係者間の円滑な合意形成や設計・工事
業務の生産性向上など、まちづくりの
高度化・効率化を目指す

３D都市モデルによる
まちづくりプロセスの高度化・効率化

5 DXの推進

25

◼ お客様の希望に応じて、UR賃貸住宅の
契約内容の説明をオンラインで実施

ＴＶ会議システムによる契約手続き

（契約手続きの様子）【例】うめきた２期区域（グラングリーン大阪）の３D都市モデル

VR体験会を開催し、事業に対する理解を促進



Ⅱ 令和６年度決算について
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令和5年度 令和6年度 増減

経 常 利 益 1,357 1,179 △178

当 期 純 利 益 24 74 +49

◼ 経常利益は1,179億円と対前年度178億円の減少となったものの、家賃収入の増加や
賃貸宅地資産等の譲渡等により、依然として安定した水準を維持。

◼ 将来の収益獲得に向けた足元の損失処理を行ったことから、当期純利益は74億円
（対前年度+49億円）を計上。

（単位：億円）

※単位未満四捨五入

１ 経営成績 ◆令和6年度決算のポイント◆
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（単位：億円）

※単位未満四捨五入

１ 経営成績 ◆令和6年度決算のポイント◆

令和5年度末 令和6年度末 増減

有 利 子 負 債 残 高 96,606 95,655 △951

利 益 剰 余 金 1,553 1,446 △107

◼ 家賃収入のほか、施設等の譲渡収入等のキャッシュインフローにより有利子負債の削減
を進め、有利子負債残高は前年度末から951億円削減し、9.57兆円となった。

◼ 前中期目標期間に係る国庫等への納付△130億円、当期純利益を74億円を計上等により
利益剰余金は1,446億円となった。



※単位未満四捨五入
( )内の数値は前年度比増減

（単位：億円）

2 令和６年度決算ハイライト ◆当期純利益◆

29

経常収益
9,367（+900）

経常費用
8,189（+1,078）

当期純利益 74（+49）
臨時利益 22（△24）

臨時損失
1,127（△251）

経常利益
1,179（△178）
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※単位未満四捨五入
( )内の数値は前年度比増減

（単位：億円）

2 令和６年度決算ハイライト ◆セグメント別損益◆

※宅地造成等経過勘定は、令和7年4月1日付で勘定を廃止



2 令和６年度決算ハイライト ◆経常収益、経常利益、当期純利益の推移◆

31

（単位：億円）

9,611 

15,504 14,795 
15,959 

10,707 10,024 
11,132 

9,427 
10,561 11,184 11,001 11,306 11,323 10,781 10,479 

9,694 9,185 8,587 8,172 8,468 
9,368 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

①経常収益 ※単位未満四捨五入

566 

781 
956 

741 

285 
434 445 448 493 525 

417 406 
297 

412 479 
393 

496 

239 
83 24 74 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

③当期純利益

588 

802 

1,290 

1,068 

570 593 

882 

697 
838 

1,143 

920 923 873 

1,126 

1,311 

1,096 

1,380 

1,187 

1,412 1,357 

1,179 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

②経常利益
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2 令和６年度決算ハイライト ◆利益剰余金の推移◆

繰越欠損金
△7,289億円

※単位未満四捨五入

※利益剰余金を原資として令和元年度に約108億円、
令和６年度に約130億円を国庫等に納付している

1,446億円

国庫等への
納付等



162,771 

136,974 

123,708 

107,260 
105,498 

102,676 
99,944 

97,726 96,606 95,655 

75,000

100,000

125,000

150,000

H16.7 H20末 H25末 H30末 R1末 R2末 R3末 R4末 R5末 R6末

（億円）

■ 有利子負債残高推移

設立時から約6.7兆円（約41%）の削減

（設立時） （第1期終了時）（第2期終了時）（第3期終了時）

【経営改善目標】

H25末比で
3兆円以上

削減

R15末

H25末比で約2.8兆円削減

2 令和６年度決算ハイライト ◆有利子負債の推移◆
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Ⅲ 資金調達及び都市再生債券の概要



◼ 債券の発行時期、発行額、発行年限については、資金需要や金融情勢等を総合的に勘案し決定

◼ 令和5年度から、中長期債（５年・10年）の発行を再開

◼ サステナビリティ・ファイナンスの活用や積極的なIR活動を通じて、財務基盤を支える投資家
層の拡大と機構事業に対する広い賛同の獲得に努める

基本的な調達方針

35

長期安定的な財政融資を基本としつつ、金融情勢に応じて適時適切な民間資金を組み合わせる
ことにより、金利上昇リスク軽減と調達コスト削減の双方のバランスを図る

・棒グラフ
各年度の年限別発行額の割合

・折れ線グラフ
各年度の平均年限

【債券発行状況】

※R7は第１四半期の発行実績

１ 資金調達方針



◼ 令和5年3月に、既存のソーシャル・ファイナンス・フレームワークに環境的課題の解決に資する

   プロジェクトを加えた、サステナビリティ・ファイナンス・フレームワークを策定

◼ 令和6年7月には、当機構として地球温暖化対策を一層推進すべく、不動産の環境認証を追加した他、

第5期中期計画及びUR-eco Plan 2024の内容を反映させたフレームワークを公表

都市再生機構が発行するすべての債券及びローン
＝ソーシャル・ファイナンス

都市再生機構がグリーンプロジェクトに
充当するために発行する債券及びローン

＝サステナビリティ・ファイナンス

• 都市再生

• 賃貸住宅

• 災害対応支援
• 都市再生の一部

• 賃貸住宅の一部

（グリーン100%）

36

２ サステナビリティ・ファイナンス・フレームワークについて

【URのソーシャルボンド・サステナビリティボンドの概念】

•



※当フレームワークに基づく調達額及び資金の充当状況等については、年次で開示を行う予定

37

URの事業 URが直面する解決すべき主要な社会的・環境的課題に対する取り組み

都市再生

ソーシャル

◼ 国際競争力と魅力を高める都市の再生

◼ 地域経済の活性化とコンパクトシティの実現を図る地方都市等の再生

◼ 防災性向上による安全・安心なまちづくり

◼ 都市開発の海外展開支援

グリーン

◼ 防災公園街区整備事業における公園整備、植樹等によるCO2削減

◼ 土地区画整理事業等における下水道施設整備

◼ 市街地再開発事業等における新築物件のZEB・ZEH（ZEH-Mを含む）化及び省エネ性能表示
制度に基づく評価取得等

◼ 市街地再開発事業等におけるグリーンビルディング認証取得等

◼ 市街地再開発事業等における自然エネルギー利用等

賃貸住宅

ソーシャル
◼ UR賃貸住宅ストックの多様な活用

 （多様な主体と連携したミクストコミュニティの形成、良質な住まい・まちづくりの推進）

グリーン

◼ 既存賃貸住宅及び団地再生事業における植樹、樹木の移植保存による環境維持型管理

◼ 新築賃貸住宅のZEH（ZEH-Mを含む）化及び省エネ性能表示制度に基づく評価取得等

◼ 既存賃貸住宅の複層ガラス化及び潜熱回収型給湯器の設置等

◼ UR賃貸住宅（管理サービス事務所を含む） への太陽光パネル設置

災害対応支援 ソーシャル

◼ 東日本大震災からの復興

◼ 地方公共団体等の復旧・復興への対応能力の向上、大規模な自然災害等が発生した場合にお
ける被災地域の復旧・復興に向けた支援の円滑な実施

ニュータウン ソーシャル ◼ 保有する賃貸宅地資産周辺の地域づくり・まちづくりにおける課題への対応

２ サステナビリティ・ファイナンス・フレームワークについて



AA＋
（安定的）

A1
（安定的）

格付投資情報センター

（R&I）

ムーディーズ・ジャパン

都市再生債券のポイント

◼一般担保（都市再生機構法第34条）

都市再生債券の債権者は、機構の財産に
ついて他の債権者に先立って自己の債権
の弁済を受ける権利があります。

◼BISリスクウェイト 10%

◼日銀適格担保要件を充足

◼大口信用供与等規制の適用除外と
なる信用供与等

◼国土交通大臣の発行認可

財務大臣との協議

有利子負債 総額9.6兆円

 （令和6年度末）

都市再生債券

財政融資資金

民間借入金 等

1.0兆円

（約11%）

8.5兆円

（約89%）

一般担保

29,800

億円
発 行 総 額 ※

4,000

億円

うち、ソーシャル・サステ

ナビリティボンド発行実績

（R2年度第2四半期～）

格付取得状況

発行実績

38

３ 都市再生債券の概要

※UR都市機構設立以降の発行総額
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足許の発行実績の特徴

◼四半期ごと（6月、9月、12月、2月）の定例発行を基本

◼令和4年度までは超長期債を中心に発行、令和5年度以降は中期債の

  発行を再開し、発行年限多様化

◼令和2年度第2四半期以降ソーシャルボンド化、令和5年度以降は

一部サステナビリティボンド化して発行

（単位：億円）

３ 都市再生債券の概要

令和7年度発行予定額（予算）

都市再生債券 1,100億円

※ 債券の他、財政融資資金
（30年・10年経過毎金利見直し）
4,900億円、民間借入金100億円を
調達予定。

R２年度 900

R３年度 900

R４年度 680

R５年度 670

R６年度 800

R7年度 250

410 300 90100 100 50 110 100 40 100 100 100

30Y 40Y 40Y

100

100

100

100

5050

200

50

100 100 100

50 90

110

100

200 100 120 30 130

50 100 100

100 450

90 50

300

190 330 100

年限別の合計金額

５Y 10Y 20Y 30Y 40Y 50Y

50

230 370 80

200 100 600

第4四半期

50Y ５Y 10Y 20Y20Y 40Y 50Y 10Y 20Y 30Y 30Y 50Y

100 200 100100

合計

５Y 10Y 20Y 40Y 50Y

110 90 50

130

30Y ５Y５Y 10Y

第1四半期 第2四半期 第3四半期

100 150 50 100

50

サステナビリティボンド

ソーシャルボンド



財務部 市場金融担当

TEL：045-650-0322

FAX：045-650-0328

URL：https://www.ur-net.go.jp/

投資家の皆さま向けのホームページもございます。

https://www.ur-net.go.jp/aboutus/ir/index.html

本資料は、債券投資家等の皆さまへの情報提供のみを目的としたものであり、債券の募集、

売出し及び売買の勧誘などを目的としたものではありません。

債券のご投資またはご融資の判断にあたりましては、当該債券の発行などにあたり

作成された最終債券内容説明書及び財務諸表など、入手可能な直近の情報を必ず

ご確認いただき、皆さまのご自身の責任でご判断くださいますようお願い申し上げます。

お問合せ先


